
横浜市開発事業の調整等に関する条例の手引 緑化空地及び斜面地開発行為の制限に関する同意基準 新旧対照 

（傍線部分は改定部分） 

該当頁 現  行 改 定 後 
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■ 第４号（緑化空地） 

【基準】 

１ 緑化または既存の樹木の保存（以下「緑化等」という。）の考え方 

(1)～(3) (略)  

(4) この号で規定する空地は、緑地として整備する必要があるため、第１号、第２号、第３号でいう空

地に替えることはできない。 

 

 

(5) (略) 

２ 緑化等を行う空地の面積の規定 

(1) 開発事業を行う場合、開発事業区域の面積に応じて緑化等を行う空地を設けること。 

ア 開発事業区域の面積が 1,000 平方メートル以上の開発事業の場合 

建築物の敷地内に緑化等を行う空地を設け、その面積の合計を当該敷地面積の 10 パーセント以上と

する。ただし、当該敷地の全部が商業地域又は近隣商業地域内にある場合は５パーセント以上とする。

このとき、一戸建ての住宅の建築を目的とするものについては、建築物の敷地内に敷地面積 100 平方メ

ートル当たり１本以上の割合で高木を植栽し、又は既存の高木を保存することをもって替えることがで

きる。 

 

イ (略) 

(2) 建築物の敷地内の土地のうち、切土又は盛土をせず、高さ５メートル以上の既存の樹木がまとまっ

て存する、面積が 300 平方メートル以上の健全な樹木の集団を保存する場合、完了時に、その樹木の

集団の樹冠で覆われている部分の水平投影面積を、当該緑化等を行う空地の面積とみなすことができ

る。 

(3) (略) 

３ 緑化等を行う空地の整備方法 

(1) 緑化を行う空地 20 平方メートル当たり、高木１本以上かつ中木２本以上かつ低木 15 本以上の割合

の樹木を植栽すること。既存の樹木を保存する場合もこれに準ずる。ただし、植栽計画の変更等によ

り市長が認めた場合、高木１本を中木５本、中木１本を低木５本に換算することができる。 

なお、規定の樹木の本数に端数が生じた場合、小数第３位以下は切り上げること。 

(2) 保存及び植栽する樹木に適した充分なスペースを確保し、最低幅は 30 センチメートル以上とするこ

と。 

 

 

(3)～(6) (略) 

４ 緑化等を行う空地における植栽方法 

(1) 高木及び中木については植栽した樹木が根付くまで支柱を設置すること。 

 

(2)、(3) (略) 

５ （略） 

６ 屋上に緑化等を行う場合 

■ 第４号（緑化空地） 

【基準】 

１ 緑化または既存の樹木の保存（以下「緑化等」という。）の考え方 

(1)～(3) (略)  

(4) この号で規定する空地は、緑地として整備する必要があるため、第１号、第２号及び第３号に規定

する空地に替えることはできない。 

    また、この号で規定する空地は、樹木等の育成を阻害するおそれがあるため、第５号に規定する雨

水流出抑制施設及び第６号に規定する遊水地等のうち表面貯留式のものと兼ねることはできない。 

(5) (略) 

２ 緑化等を行う空地の面積の規定 

(1) 開発事業を行う場合、開発事業区域の面積に応じて緑化等を行う空地を設けること。 

ア 開発事業区域の面積が 1,000 平方メートル以上の開発事業の場合 

建築物の敷地内に緑化等を行う空地を設け、その面積の合計を当該敷地面積の 10 パーセント以上と

する。ただし、当該敷地の全部が商業地域又は近隣商業地域内にある場合は５パーセント以上とする。

このとき、一戸建ての住宅の建築を目的とするものについては、建築物の敷地内に敷地面積 100 平方

メートル当たり１本以上（当該敷地の全部が商業地域又は近隣商業地域内にある場合は 200 平方メー

トル当たり１本以上）の割合で高木を植栽し、又は既存の高木を保存することをもって替えることが

できる。 

イ (略) 

(2) 建築物の敷地内の土地のうち、切土又は盛土をせず、高さ５メートル以上の既存の樹木がまとまっ

て存する、面積が 300 平方メートル以上の健全な樹木の集団を保存する場合、完了時に、その樹木の

集団の樹冠で覆われている部分（建築物にかかる部分を除く。）の水平投影面積を、当該緑化等を行

う空地の面積とみなすことができる。 

(3) (略) 

３ 緑化等を行う空地の整備方法 

(1) 緑化を行う空地 20 平方メートル当たり、高木１本以上かつ中木２本以上かつ低木 15 本以上の割合

の樹木を植栽すること。既存の樹木を保存する場合もこれに準ずる。ただし、植栽計画の変更等によ

り市長が認めた場合、高木１本を中木５本、中木１本を低木５本に換算することができる。 

なお、規定の樹木の本数に端数が生じた場合、小数第３位以下は切り上げること。 

(2) 保存及び植栽する樹木に適した充分なスペースを確保し、最低幅は 30 センチメートル以上とする

こと。 

   また、中木を植栽する場合は 50 センチメートル以上、高木を植栽する場合は 90 センチメートル以

上の幅を確保すること。 

(3)～(6) (略) 

４ 緑化等を行う空地における植栽方法 

(1) 高木及び中木については植栽した樹木が根付くまで支柱を設置すること。ただし、第２項第１号及

び前項第１号に規定により保存された既存の高木及び中木においては、この限りでない。 

(2)、(3) (略) 

５ （略） 

６ 屋上に緑化等を行う場合 
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(1)～(3) (略) 

(4) 適切な緑化資材を用いる等により地被類で表面を被覆した部分の水平投影面積を、緑化等を行う空

地の面積に含めることができる。その場合、第３項第１号は適用しない。 

 

７ （略） 

【解釈】 

１、２ (略) 

３ 建築物の敷地内に商業地域又は近隣商業地域と、それ以外の用途地域が含まれる場合、緑化等を行う空

地の割合はその面積按分とする。 

 

４、５ (略) 

【その他】 （略） 

(1)～(3) (略) 

 (4) 適切な緑化資材を用いる等により地被類で表面を被覆した部分の水平投影面積を、緑化等を行う

空地の面積に含めることができる。その場合、第３項第１号は適用しない。 

また、ユニット型の屋上緑化資材等を用いる場合は、第３項第１号及び第２号は適用しない。 

７ （略） 

【解釈】 

１、２ (略) 

３ 建築物の敷地内に商業地域又は近隣商業地域と、それ以外の用途地域が含まれる場合、緑化等を行う

空地の面積は、商業地域又は近隣商業地域に含まれる敷地面積の５パーセントとそれ以外の敷地面積の

10 パーセントを合計した面積以上とする。 

４、５ (略) 

【その他】 （略） 
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■第７号（防火水槽） 

【解説】 （略） 

【基準】 

１ 防火水槽の位置及び数は、防火水槽を中心とした半径 140 メートルの円が開発事業区域の全域（区域外

の防火水槽等の有効範囲及び消火活動上支障がないと認める区域を除く。）を包含するよう決定すること。

ただし、区域外の防火水槽等から半径 140 メートルの水平距離内に開発事業区域が存する場合にあって

も、当該防火水槽等と開発事業区域の間にがけ、河川、鉄道その他ホース延長が困難な障害がある場合は、

当該開発事業区域の部分は当該防火水槽等を中心とした半径 140ｍの円に包含されていないものとする。

 

２ (略) 

【解釈】 （略） 

■第７号（防火水槽） 

【解説】 （略） 

【基準】 

１ 防火水槽の位置及び数は、防火水槽を中心とした半径 140 メートルの円が開発事業区域の全域（区域

外の防火水槽等（設置から 50 年以上が経過した防火水槽を除く。）の有効範囲及び消火活動上支障がな

いと認める区域を除く。）を包含するよう決定すること。ただし、区域外の防火水槽等から半径 140 メー

トルの水平距離内に開発事業区域が存する場合にあっても、当該防火水槽等と開発事業区域の間にがけ、

河川、鉄道その他ホース延長が困難な障害がある場合は、当該開発事業区域の部分は当該防火水槽等を

中心とした半径 140ｍの円に包含されていないものとする。 

２ (略) 

【解釈】 （略） 

 

【施行期日等】 

１ 施行期日 

第１項の基準は、平成 27 年 10 月１日から適用する。 

２ 経過措置 

改定後の基準は、施行日以後に行った横浜市開発事業の調整等に関する条例（以下「条例」という。）

第 17 条第１項の同意の申請に適用し、施行日前に行った条例第 17 条第１項の同意の申請については、

なお従前の例による。 

３ 開発事業計画の同意基準協議申請の取扱い 

条例第 17 条第１項の同意の申請前に、取扱いとして開発事業計画の同意基準協議申請書の提出を求め

ているが、施行日前に、この同意基準申請書の提出を行ったものについては、第 17 条第１項の同意の申

請を行ったものとみなし、第２項の経過措置を適用する。 

 

82 ■ 第９号（斜面地開発行為の制限） 

【解説】 

斜面地に地下室建築物（※）を建築する目的で行われる斜面地開発行為は、周辺環境に与える環境の変化

が大きいことから、他の開発事業よりも周辺環境に配慮した計画となるよう、「横浜市斜面地における地下

室建築物の建築及び開発の制限等に関する条例」第４条（盛土の制限）及び第５条（緑化の義務）の規定を、

本条例の同意の基準としています。 

基準については、「横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に関する条例（地下室マ

■ 第９号（斜面地開発行為の制限） 

【解説】 

斜面地に地下室建築物（※）を建築する目的で行われる斜面地開発行為は、周辺環境に与える環境の変

化が大きいことから、他の開発事業よりも周辺環境に配慮した計画となるよう、「横浜市斜面地における地

下室建築物の建築及び開発の制限等に関する条例」第４条（盛土の制限）及び第５条（緑化の義務）の規

定を、本条例の同意の基準としています。 

  



ンション条例）及び同解説」にまとめています。 

なお、斜面地開発行為を行う場合は、同条例に基づき、工事着手時に届け出、工事完了時に適合確認の申

請を行わなければなりません。 

 

※「地下室建築物」とは、周囲の地面と接する位置の高低差が３メートルを超える共同住宅又は長屋の用途

に供する建築物で、当該用途に供する部分を地階に有するものをいいます。 

 

なお、斜面地開発行為を行う場合は、同条例に基づき、工事着手時に届け出、工事完了時に適合確認の

申請を行わなければなりません。 

 

※「地下室建築物」とは、周囲の地面と接する位置の高低差が３メートルを超える共同住宅、長屋 、老人

ホーム等の用途に供する建築物で、当該用途に供する部分を地階に有するものをいいます。 

 

【基準】 

 横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に関する条例第４条及び第５条の基準（「横

浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に関する条例（地下室マンション条例）及び同

解説」）によること。 

 


